
平成16年11月1日

　〔入札説明書〕

Ｎｏ 文書
ペー
ジ

項
番号
（）

番号
○

項目
項目
（）

その他 回答

001 本編 005 7 7 コリドーⅡはＲＯ方式で整備される施設ですので、諸税に
関しては、ＲＯ方式で整備される他の施設と同様です。

002 本編 009 9 1 7 本質問回答書別紙のとおりです。

Ｎｏ 文書

001 別紙１

002 別紙１ 入札金額算定に用いる基準金利について、平成17年1月14日（金）のＴＳＲをベースに
事業者の提案となっていますが、10年もの13年ものなどの採用する年限について事業者
の提案によるものとの理解でよろしいでしょうか。

質問等

コリドーⅡはＲＯ方式で整備される施設ですので、諸税に関しては、ＲＯ方式で整備
される他の施設と同様です。

採用する年限のみならず、平成17年1月14日（金）のＴＳＲを根拠値として明確な算
出方法により算出した理論値を適用する等、広く事業者の提案を期待します。

回答

金沢大学（宝町）総合研究棟改修施設整備等事業　第1回入札説明書等に関する質問回答書（その2）　

表にて、総合研究棟（８棟）はＲＯ方式、コリドーⅠはＢＴＯ方
式、校舎（解剖実験棟）はＢＯＴ方式と見受けられますが、コリ
ドーⅡはＲＯと理解してよろしいでしょうか。別紙１　入札金額
の算定条件において、関連諸税の考え方が記載されていますが、
コリドーⅡについての諸税のお考え方をご教授ください。

（下から４行目）コリドーⅠのみ非課税ですか？コリドーⅡは課税されるのですか？

〔入札説明書　別紙〕

質問

参加要件に関係しますので、審査委員氏名について、公表してい
ただけないでしょうか。
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　〔要求水準書〕

Ｎｏ 文書
ペー
ジ

章 項
番号

（　）
項目

項目
（
）

項目
（英小
文字）

その
他

質問 回答

001 0：本編 011 第2 2 1 オ 「基本的に耐震・耐力上必要としない間仕切壁は全て撤去する」と
記載がありますが、施設計画上特に支障のない非耐力壁は残すとい
う考え方はよろしいですか。

間仕切壁としての性能及び耐久性を撤去＋新設した場合と比
べて同等以上としていただければ構いません。

002 0：本編 011 第2 2 1 オ ｢内部仕上げ材については下地（モルタル除く）全て撤去する」と
記載がありますが、施設計画上新設壁や新設内装仕上に隠れてしま
う部分は産業廃棄物排出量を抑える観点から、内部仕上材は残すと
考えてよいでしょうか。

それにより壁の厚さが増して使用可能な部分の面積・容積が
減少したり、下地として再利用する場合において下地として
の性能及び耐久性が撤去＋新設の場合と比べて同等以上とし
ていただければ構いません。

003 0：本編 018 第2 3 1 イ イ 法医解剖について、「連続して実施される事も多い」と、あります
が、連続する頻度はどのくらいありますか。

1年間に5～6回です。

004 0：本編 025 第2 3 2 オ ウ 非常用電源設備の供給機器をお示しください。また、その機器の電
源供給時間はどのくらいですか。

主に各低温室の機能維持に必要な機器を対象に考えていま
す。非常用電源の供給は既設自家用発電機配電盤より各建物
に高圧に供給することを想定しています。供給可能時間は自
家用発電機設備の供給可能時間を想定しています。また、将
来は計画位置に自家用発電機設備の整備を計画しています。
あわせて、【資料9】設備計画資料〈屋外電力配線計画図
（高圧・制御）〉を変更します。

005 0：本編 038 第2 2 1 オ 「隣接する物件や、道路、公共施設等に損傷を与えないよう留意
し･･･」と記載されていますが、既存機器で特別に振動に注意しな
ければならないものがありましたら、お示しください。

現在のところ特に振動に配慮すべき機器の存在については把
握していませんが、工事に着手する前に周辺施設に対して調
査を行い、誠実に対応してください。

006 0：本編 038 第2 2 1 サ 再利用すべき設備、備品等の移設先（土地）について現地から移設
先までの大まかな距離を御指示ください。

要求水準書に従い、特に記載してあるもの及び移動困難な設
備等を除き、再利用すべき設備、備品等の移設、撤去ならび
に移設先(土地）の確保は大学が行います。
移設先（土地）は構内を予定しています。

007 0：本編 038 第2 2 1 サ 残存設備以外の設備、備品等について、事業者が廃棄すると記載が
ありますが、種別や量をお示しください。

別添資料及び閲覧資料にもとづき、判断してください。

008 0：本編 038 第2 2 1 サ PCBを含んだ器具は指定場所に集積すると記載がありますが、種別
や量をお示しください。

照明器具は基本的に取替済みであり、PCBを含んだ器具はな
いと想定しています。但し、工事に際して確認を行い、PCB
を含んだ器具があった場合は、構内の大学の指定する場所に
集積してください。
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　〔要求水準書〕

Ｎｏ 文書
ペー
ジ

章 項
番号

（　）
項目

項目
（
）

項目
（英小
文字）

その
他

質問 回答

009 0：本編 078 第6 3 3 【資料１６】にある消耗品は全て事業者で新規に調達しなければな
らないのでしょうか。又、【資料１５】についても新規に調達しな
ければならないのか、教えてください。

「資料１６」に記載の消耗品は、法医解剖が円滑に行えるよ
う、全て事業者で調達してください。
 また、「資料１５」に記載の解剖台・撮影台・流し台・ス
トレッチャー（但し、別表2 において事業者の設置としてい
るものを除く。）以外の器具について、 事業者において法
医解剖が円滑に行えるよう、調達してください。

010 1：別添
資料1

資料６ 設計・建設に際し、既存施設について配慮する必要がありますが、
インフラ整備状況概要図〈電気・通信設備現況図〉中、医学図書館
及び福利施設棟について現況をお示しください。

「資料６：インフラ整備状況概要図」を変更し、お示ししま
す。
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　〔様式集〕

Ｎｏ ページ 様式番号 項目 その他 回答

001 001 3 (6) 図面は電子データ化する必要はありません。様式集1頁の３．入札提案書
作成要領（６）を参照してください。

002 001 3 (6) 記載のとおり、全てWord又はExcelにより電子データ化してください。

003 078～082 8-6-1から
8-6-5

ご質問のとおりです。維持管理業務において毎年度必要となる経費を計上
してください。

004 078～082
090

8-6-1から
8-6-5及び
9-6

様式8-6-1から8-6-5及び9-6には記入せず、様式10-6に従い、ご質問の費
用を記載してください。

005 078～082 8-6-1から
8-6-5

様式8-6-1から8-6-5には記入せず、様式10-6に従い、ご質問の費用を記載
してください。

006 093 10-1-2 枚数に関して特に制限はありませんが、具体的かつ簡潔に記述してくださ
い。

007 095 10-2-2 枚数に関して特に制限はありませんが、具体的かつ簡潔に記述してくださ
い。

008 096 10-2-3 様式集に従って作成してください。

009 098 10-4 枚数に関して特に制限はありませんが、具体的かつ簡潔に記述してくださ
い。

本様式中にＳＰＣの回収する費用はどの項目に計上すればよろしいでしょ
うか。その他として欄を追加してもよろしいのでしょうか。様式10-6には
その他の項目があり、かつ、適宜、項目の追加が可能となっています。ご
教授ください。

図面については、提案書同様に、電子データ化し、ＣＤ-Ｒにて提出する必
要があるのでしょうか。また、必要がある場合、そのフォーマットについ
ては事業者の任意と考えてよろしいでしょうか。

提案書は図面を除き、全てWord又はExcelにより電子データ化と記載があり
ますが、提案書内記述と説明用図面、略図などが入る予定です。その場
合、電子化ファイルはPDFファイルとしてもよろしいでしょうか

この様式は他のフォーマットと違っています。【事業計画に関する提案事
項】を上につけて、“資金調達計画③”を枠の中に入れて、フォーマット
を修正してよろしいでしょうか。また、同様に、様式１０－８も修正して
よろしいでしょうか。

質問

提出する枚数について、特に制限はないと考えてよろしいでしょうか。

提出する枚数について、特に制限はないと考えてよろしいでしょうか。

提出する枚数について、特に制限はないと考えてよろしいでしょうか。

本様式に記入する費用は、毎年平準化しなくてもよいとの理解でよろしい
でしょうか。

通常、ＳＰＣの諸経費、公租公課、利益などの費用を回収するため、たと
えば維持管理の費用項目に新たにＳＰＣ費用を追加してもよろしいので
しょうか。それとも、事業の判断にて、各費用項目にＳＰＣが回収する費
用を上乗せするのでしょうか。様式10-6には各項目に（その他）費用の項
目があり、この項目にてＳＰＣの費用を回収するとの理解でよろしいで
しょうか。
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　〔様式集〕

Ｎｏ ページ 様式番号 項目 その他 回答質問

010 105 10-7-3 ご質問の形で提出していただいて構いません。

011 110 11-3-8
11-3-9
11-3-10

様式11-3-8，11-3-9，11-3-10の図面については、縮尺及び記載場所の要
件を満たしていれば、必要に応じて適宜棟をあわせた図面としていただい
ても構いません。

012 110 11-3-4
11-3-5
11-3-6

110頁の様式番号に従い、作成してください。目次を修正します。P110の「様式11－３－４～６」は様式の目次「様式１１－３－４～６」と
齟齬があります。どちらを優先すればよいですか。

様式下部の中期に、データの保全されたＣＤ-ＲＯＭを提出とありますが、
施設整備、維持管理費など他の費用を記載した様式も含めて事業者側で作
成したキャッシュフロープログラムにリンクをはった形で保存したものを
提出することでもよろしいでしょうか。

様式１１－３－８，９，１０は、補足として「棟別に図面を提案してくだ
さい。」とあります（解剖実習棟・旧薬学科実験研究棟・十全講堂・旧製
薬化学科実験研究棟・旧薬学講堂・医学部北研究棟・医学部中央施設棟・
医学部南研究棟・標本教育研究棟（現医学部解剖棟））が旧製薬化学科実
験研究棟・旧薬学科実験研究棟／医学部北研究棟・医学部南研究棟・教育
棟など、ひと棟として表現すべき建物と考えますので、旧製薬化学科実験
研究棟・旧薬学科実験研究棟や医学部北研究棟・医学部南研究棟・教育棟
などは、棟を合わせた図面として表現してよろしいか？
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〔 事業契約書（案）〕

Ｎｏ 文書 ページ 章 条 項
番号
（）

その他 回答

001 本編 012 第4 第19 2 事業契約書（案）別紙４　土地使用貸借契約の様式第10条を参
照してください。

002 本編 015 第5 第31 1 ご質問の設備は同条第2項に規定される「残存設備」であり、
同設備が改修工事の実施前後においてその機能が保持され、か
つ損傷等が生じないよう留意し、改修工事を実施してくださ
い。

003 本編 015 第5 第31 2 残存設備とは、「再利用すべきで移動困難な設備」です。残存
設備以外の設備、備品等とは、前述の残存設備及び第31条第1
項に従い再利用すべきものとして大学が移設、撤去を行う設
備、備品等以外の設備、備品等となります。

004 本編 020 第5 第46 1 大学が所有する備品については、実験設備（実験台、ドラフト
チャンバー、実験流し台）を除き、要求水準書に規定する大規
模修繕業務以外の修繕維持ならびに必要とされる更新は事業者
の業務範囲となります。

005 本編 020 第5 第46 3 ご質問のとおりと想定していますが、SPCの会計上の扱いに関
しては、事業者の責任において判断してください。

006 本編 020 第5 第48 1 追加費用に関してはご質問のとおりです。
また、工期延長に関しては、明らかにその原因が瑕疵補修に伴
うものであると認められる場合においてはご質問のとおりで
す。

007 本編 021 第5 第48 2 事業契約書（案）に示すとおりとします。

008 本編 021 第5 第48 5 事業契約書（案）に示すとおりとします。
本条項では、主債務が金銭の支払を内容とする債務である保証
債務の履行について規定しています。

質問

大学へ引渡す備品については備品の所有権が大学に移りますが、
この備品の修繕維持ならびに更新を大学側で行うとの理解でよろ
しいでしょうか。

使用賃借が終了した場合、事業者は大学に対して、当該終了事由
に応じて別途本契約に規定される状態とありますが、どのような
状態なのか、具体的な引用条項を明記していただけないでしょう
か。

再利用すべきで移動困難な設備はどのようにするのですか

「残存設備以外」とは何を言うのですか？残存設備の定義をお示
しください、前項の「再利用すべきもの」との関係にも言及して
ください

本文で規定されている別紙１１の第３条において「保証債務履行
請求書を受領した日から３０日以内に保証債務の履行を完了しな
ければならない。」とされていますが、瑕疵の内容によっては、
３０日以内で補修を完了できない場合もあると存じます。「３０
日以内に履行に着手しなければならない。」と修正して頂けませ
んでしょうか。

改修工事を行う前の総合研究棟に瑕疵が内在していた場合、その
瑕疵補修に伴う追加費用は大学が負担して頂けるとの理解でよろ
しいでしょうか。また、その瑕疵補修に伴い工期延長が必要とな
る場合、工期延長に伴う追加費用も併せて大学にて負担して頂け
るとの理解でよろしいでしょうか。ご教授ください。

解剖実習棟（ＢＯＴ）に関する瑕疵担保期間について、第７５条
７項の大学が解剖実習棟（ＢＯＴ）を買い取る場合を除き、「全
体供用開始日」から２年間として頂けませんでしょうか。

解剖実習棟の所有権留保特約付売買契約を締結するとあります
が、この契約を締結すれば、通常のファイナンスリース方式とし
て、事業期間終了後に大学に無償譲渡すべき償却方法を採用でき
るものと理解してよろしいでしょうか。
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〔 事業契約書（案）〕

Ｎｏ 文書 ページ 章 条 項
番号
（）

その他 回答質問

009 本編 022 第6 第50 2 要求水準書第５．２．（11）に示すとおり、解剖実習棟施設全
体の維持管理および運営期間中の光熱水費は大学の負担となり
ます。ただし、事業者提案による大容量光熱用水消費が提案行
われた場合には、別途協議もあり得ますのでご留意ください。

010 本編 026 第8 第66 1 ご質問の基準などは、事業契約書（案）別紙１３に従い事業者
が作成するモニタリング実施計画書の内容に基づき、整備する
ことを考えています。

011 本編 026 第8 第67 1 所有権移転に必要な各種書類の準備その他、大学が所有権移転
登記を行うに当たって必要とされる協力に係る費用を想定して
います。

012 本編 026 第8 第67 1 国立大学法人は登録免許税法に則り、非課税法人となります。
また、登記申請費用は入札価格に含まれます。

013 本編 027 第8 第67 4 ご質問のとおりです。

014 本編 028 第9 第72 1 事業契約書（案）に示すとおりとします。

015 本編 031 第9 第75 3 事業契約書（案）に示すとおりとします。

016 本編 031 第9 第75 5 事業者の帰責事由により本契約が解除された場合を除き、ス
ワップブレークコスト等に関して、合理的な費用と判断される
範囲においては、大学の負担となります。

解剖実習棟についても、第７４条の改修施設と同様に、解除と
なっても、別紙１２に規定された支払のスケジュール及び手続で
の支払として頂けないでしょうか。

解剖実習棟の買取代金を一括で支払う場合、スワップブレークコ
スト等の事業者として避けられない費用については、解除の理由
の如何に関わらず、大学より別途、支払われるものと理解してよ
ろしいでしょうか。

契約期間満了時の検査において、検査合格基準は要求水準書に示
された水準とありますが、約15年後の施設の状態と要求水準とを
客観的に比較するものさし（基準など）を整備しておくことが必
要と思われますが、どのようにお考えでしょうか。

解剖実習棟の譲渡において、1年以内に大規模な修繕を要しない状
態とあり、かつ、大規模修繕とは建築物の主要構造部の一種以上
との記述がありますが、ここでの主要構造部とは建築基準法上で
の主要構造部分（柱、はり、基礎、スラブなど）との理解でよろ
しいでしょうか。

本文にて「第69条による契約解除の場合には、大学による出来高
部分の買取は大学の任意とする」となっていますが、事業者は大
学に対して違約金の支払いが生じることになります。大学による
出来高部分の買取については、任意ではなく行われる旨、規定し
ていただけませんでしょうか。

所有権移転登記にかかる登録免許税・登記申請費用は、譲受人で
ある大学の負担と考えてよろしいでしょうか。

維持管理業務の実施に必要な光熱用水費は大学の負担となってい
ますが、解剖実習棟施設全体の維持管理および運営期間中の光熱
用水費の負担はどのような分担になるのかご教授ください。

解剖実習棟の譲渡時に、事業者が移転登記手続の事務を行うに当
り、事業者が負担する費用について、具体的に何を想定されてい
るのかご教示ください
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〔 事業契約書（案）〕

Ｎｏ 文書 ページ 章 条 項
番号
（）

その他 回答質問

017 本編 031 第9 第75 5 ご質問の分割払いの支払スケジュールは、基本的には事業契約
書（案）別紙12に規定された支払スケジュール及び手続と同様
と想定しています。
また、事業者の帰責事由により本契約が解除された場合を除
き、スワップブレークコスト等に関して、合理的な費用と判断
される範囲においては、大学の負担となります。

018 本編 032 第9 第77 3 相殺もあり得ます。

019 本編 035 第9 第91 1・
2・3

具体的な質権設定契約や信託契約、承諾書文案等を大学が確認
した上での判断となります。

解剖実習棟の買取代金を分割払いにより支払うとありますが、こ
の分割払いのスケジュールは別紙１２に規定された支払のスケ
ジュール及び手続と異なるのでしょうか。異なる場合は、①具体
的にどのようなスケジュール及び手続を想定されているのか、②
スワップブレークコスト等の事業者として避けられない費用につ
いては、解除の理由の如何に関わらず、大学より別途、支払われ
ると考えてよいのかについて、ご教示ください。

大学が被った被害額が違約金を上回るときの差額について、大学
が事業者に対して持つ債権との相殺は行わないとの理解でよろし
いでしょうか。

資金提供のシンジケーションにおきまして、貸付による資金提供
者に加え､信託受益券を通じた資金提供者も含めることを考案中で
す｡　即ち、当初融資された金融機関からPFI事業者への貸付の一
部が、国内の信託銀行に譲渡され信託受益権となります。　この
時、国内の信託銀行が、PFI事業者が所有する校舎（解剖実習棟）
部分及びPFI事業者の金沢大学に対して有する債権への質権設定及
び担保提供につきまして、金沢大学の事前承諾の申請を直接行い
ます。　この場合、金沢大学及びPFI事業者に特段の不利益が無い
限り、原則ご承諾を頂けますか。
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　　〔　基本協定書（案）〕

Ｎｏ 条 項 その他 回答

001 第5 002 ご質問の「仮契約」に関しては、具体的な内容を見た上で判断することと
なります。基本協定書（案）の修正は行いません。

注1）質問のうち、明らかな番号違い・誤字・脱字等については修正してあります。

質問

業務委託契約及び請負契約の締結時期は各業務毎に大きなずれがありま
す。本文のように一概に平成○年○月○日までとはいきません。従って、
仮契約でも良いということを明記してください。
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平成 16 年 11 月 1 日 

 
 

金沢大学（宝町）総合研究棟改修施設整備等事業（PFI 事業）審査委員会 
 

委員長 中村 信一 金沢大学理事（財務担当） 

大原 義朗 金沢医科大学微生物学教授 

奥村 正吉 石川県土木部営繕課担当課長 

河村 和徳 金沢大学法学部助教授 

瀧 本  昭 金沢大学大学院自然科学研究科教授 

徳永 光晴 金沢工業大学環境土木工学科助教授 

矢島 一義 日本政策投資銀行北陸支店 企画調査課長 

委員 

吉本 谷博 金沢大学大学院医学系研究科教授 

 




